
 

 

 

規約・規程の変更について 

 

 

国の要綱・要領の改正等に伴い、この会の規約・規程の変更について、別記のと

おり議決を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年８月３０日 提出 

 

 

 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会 

会 長  眞  野     弘 

 

 

 

 

 

※ この議案に係る事項の議決後、農林水産省農村振興局長等の承認を受けるため、当該

事項について字句修正等の軽易な変更を行う場合は、会長においてこれを専決すること

ができるものとし、その結果を次期の総会に報告するものとする。 

 

 

 

 

議案第１号 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会規約」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会規約 

平成１９年４月１６日制定

平成２２年４月１日変更

平成○○年○月○日変更

第１章  総則 

（名称）第１条～（事務所）第２条［略］ 

 

（目的）   
第３条 道協議会は、農地・水・環境の良好な保全とその質的向上を図ることを

通じて地域の振興に資するため、地域ぐるみでの効果の高い共同活動の推

進、農業者ぐるみでの先進的な営農活動の推進、農業用用排水路等の施設

の長寿命化を図るための向上活動の推進を、一体的かつ総合的に支援す

ることを目的として活動を行う。  

    
（事業） 

第４条 道協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を

行う｡ 

一 共同活動支援交付金に関すること 

二 先進的営農活動支援交付金に関すること。  
三 向上活動支援に関すること。   
四 農地・水保全管理支払推進交付金に関すること。 

五 環境保全型農業直接支払等推進交付金に関すること。 

六 向上活動推進事業補助金に関すること 

七 その他道協議会の目的を達成するために必要なこと｡ 

２［略］ 

 

第２章 会員等～第３章 役員等［略］ 

 

第４章 総会 

（総会の種別等）第１３条～（総会の議決方法等）第１５条［略］ 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会規約 

平成１９年４月１６日制定 

平成２２年４月１日変更 

 
第１章  総則 

（名称）第１条～（事務所）第２条［略］ 

 

（目的）   
第３条 道協議会は、農地・水・環境の良好な保全とその質的向上を図ることを

通じて地域の振興に資するため、地域ぐるみでの効果の高い共同活動と、農

業者ぐるみでの先進的な営農活動を、一体的かつ総合的に支援することを

目的として活動を行う。  

    
 

（事業） 

第４条 道協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を

行う｡ 

一 共同活動支援交付金に関すること 

二 営農活動支援交付金に関すること。  
三 農地・水・環境保全向上活動推進交付金に関すること。 

四 その他道協議会の目的を達成するために必要なこと｡ 
 
 
 

２［略］ 

 

第２章 会員等～第３章 役員等［略］ 
 

第４章 総会 

（総会の種別等）第１３条～（総会の議決方法等）第１５条［略］ 



 

変   更   後 変   更   前 

 （総会の権能） 

第１６条 総会は、この規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げ 
る事項を議決する｡ 

 一～四［略］ 
五 先進的営農活動支援交付金の実施に関すること。 

 六 向上活動支援に関すること。  
 七 農地・水保全管理支払推進交付金の実施に関すること。 

 八 環境保全型農業直接支払等推進交付金の実施に関すること。 

 九 向上活動推進事業補助金に関すること。 

 十 その他道協議会の運営に関する重要な事項｡ 

 

（特別議決事項）第１７条～（議事録）第１９条［略］ 

 

第５章 幹事会 

（幹事会の構成等） 

第２０条 道協議会の業務を円滑に行うため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、第２３条第４項の事務局長及び次の各号に掲げるものをもって

組織する。 

 一［略］ 

 二 北海道農政部（農村振興局農村設計課活性化担当課長、食の安全推

進局食品政策課農業環境担当課長） 

 三 農地・水保全管理支払交付金を実施する活動組織がある市町村の担  

当課長等 

 四～七 

３～６［略］ 

 

（幹事会の権能） 

第２１条［略］ 
 

 （総会の権能） 

第１６条 総会は、この規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げ 
る事項を議決する｡ 

 一～四［略］ 
五 営農活動支援交付金の実施に関すること。 

 六 農地・水・環境保全向上活動推進交付金の実施に関すること 

 七 その他道協議会の運営に関する重要な事項｡ 

 

 

 

 

（特別議決事項）第１７条～（議事録）第１９条［略］ 

 

第５章 幹事会 

（幹事会の構成等） 

第２０条 道協議会の業務を円滑に行うため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、第２３条第４項の事務局長及び次の各号に掲げるものをもって

組織する。 

 一［略］ 

 二 北海道農政部（農村振興局農村設計課資源保全担当課長、食の安全推

進局食品政策課農業環境担当課長） 

 三 農地・水・環境保全向上対策を実施する活動組織がある市町村の担当

課長等 

 四～七［略］ 

３～６［略］ 

 

（幹事会の権能） 

第２１条［略］ 

 



 

変   更   後 変   更   前 

（代議員の構成等） 

第２２条 道協議会幹事会の業務運営を円滑に行うため、農地・水保全管理

支払交付金を実施する市町村担当課長等（以下「実施市町村課長等」とい

う。）から、総合振興局又は振興局単位で１名又は複数名の代議員を選出す

る。 
２～４［略］ 

 

第６章 事務局［略］ 
 

第７章 会計 

（事業年度） 

第２６条［略］ 
 

（資金） 

第２７条 道協議会の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

 一［略］ 

 二 先進的営農活動支援交付金 

 三 一及び二の国からの支援交付金と一体的に交付される地方公共団体か

らの補助金等 

 四 向上活動支援に係る地方公共団体からの補助金等 

 五 農地・水保全管理支払推進交付金 

 六 環境保全型農業直接支払等推進交付金 

 七 向上活動推進事業補助金  
 八 その他の収入 

 

（資金の取扱い） 

第２８条［略］ 

 

（事務経費支弁の方法等） 

第２９条 道協議会の事務に要する経費は、第２７条第五号の農地・水保全 

（代議員の構成等） 

第２２条 道協議会幹事会の業務運営を円滑に行うため、農地・水・環境保全

向上対策を実施する市町村担当課長等（以下「実施市町村課長等」という。）

から、総合振興局又は振興局単位で１名又は複数名の代議員を選出する。 
２～４［略］  
 

 

第６章 事務局［略］ 
 
 

第７章 会計 

（事業年度） 

第２６条［略］ 
 

（資金） 

第２７条 道協議会の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

 一［略］ 

 二 営農活動支援交付金 

 三 国からの支援交付金と一体的に交付される地方公共団体からの補助金

等 

 四 農地・水・環境保全向上活動推進交付金 

 五 その他の収入 

 

 

 

（資金の取扱い） 

第２８条［略］ 

 

（事務経費支弁の方法等） 

第２９条 道協議会の事務に要する経費は、第２７条第四号の農地・水・環境保 



 

変   更   後 変   更   前 

管理支払推進交付金、同条第六号の環境保全型農業直接支払等推進交付

金、同条第七号の向上活動推進事業補助金及び同条第八号のその他の収

入をもって充てる｡ 

２ 道協議会の事務に要する経費は、第２７条第一号、第二号、第三号及び第

四号の資金から支弁してはならない。 

 

（年度事業計画及び収支予算）第３０条～（監査等）第３１条［略］ 

 

（報告） 

第３２条 会長は、農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１ 

日付け 22 農振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成

23 年４月１日付け 22 生産第 10953 号）（以下、これらを「要綱」という。）、農

地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 23 年４月１日 22 農振第 2262

号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領（平成 23 年４月１日付け 22 生

産第 10954 号）（以下、これらを「要領」という。） その他の規程の定めるとこ

ろにより次の各号に掲げる書類を農村振興局長及び北海道農政事務所長に

提出しなければならない｡ 

 一～三［略］ 

 

第８章 道協議会規約等の変更、解散及び残余財産の処分 

（規約の変更） 

第３３条 この規約を変更した場合は農村振興局長及び北海道農政事務所長

の承認を受けなければならない｡ 

 

（届出） 

第３４条 第２４条各号に掲げる規程に変更があった場合には、会長は、遅滞

なく農村振興局長及び北海道農政事務所長に届け出なければならない。 

 

（事業終了後及び道協議会が解散した場合の残余財産の処分） 

第３５条 第４条第１項第一号、第二号、第四号及び第五号の事業が終了した 

全向上活動推進交付金及び同条第五号のその他の収入をもって充てる｡ 
 
 

２ 道協議会の事務に要する経費は、第２７条第一号、第二号及び第三号の資

金から支弁してはならない。 

 

（年度事業計画及び収支予算）第３０条～（監査等）第３１条［略］ 

 

（報告） 

第３２条 会長は、農地・水・環境保全向上対策実施要綱（平成１９年３月３０ 
 日付け１８農振第１７７７号。以下「要綱」という。）、農地・水・環境保全向上対 
 策実施要領（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７８号生産局長、農村振

興局長通知。以下「要領」という。） その他の規程の定めるところにより次の

各号に掲げる書類を農村振興局長に提出しなければならない｡ 
一～三［略］ 

 

 

 

 

第８章 道協議会規約等の変更、解散及び残余財産の処分 

（規約の変更） 

第３３条 この規約を変更した場合は農村振興局長の承認を受けなければなら

ない｡ 

 

（届出） 

第３４条 第２４条各号に掲げる規程に変更があった場合には、会長は、遅滞

なく農村振興局長に届け出なければならない。 

 

（事業終了後及び道協議会が解散した場合の残余財産の処分） 

第３５条 第４条第１項第一号、第二号及び第三号の事業が終了した場合及び 



 

変   更   後 変   更   前 

場合及び道協議会が解散した場合において、その債務を弁済して、なお残

余財産があるときは、国費相当額及びその運用益にあっては要綱に基づき

農村振興局長及び北海道農政事務所長に返還するとともに、同条第１項第

一号から第三号及び第六号の事業に係る地方公共団体からの交付相当額 
及びその運用益にあっては、当該地方公共団体に返還するものとする。 

２［略］ 

 

第９章 雑則 

（細則） 

第３６条 要綱、要領その他この規約に定めるもののほか、道協議会の事務の

運営上必要な細則は、幹事会の承認を得た後、会長が別に定める。 
 
 
 
 

附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１～４［略］ 

 附 則（平成２２年５月２８日付け 22 道協議会第３５号） 

１［略］ 
  附 則（平成２３年○月○日付け 23 道協議会第○○号） 

１ この規約は、農林水産省農村振興局長及び北海道農政事務所長の承認

の日（平成２３年○月○日）から施行し、平成２３年○月○日から適用する。

 

 

 

 

 

 

 

道協議会が解散した場合において、その債務を弁済して、なお残余財産が

あるときは、国費相当額及びその運用益にあっては要綱に基づき農村振興

局長に返還するとともに、同条第１項第一号及び第二号の事業に係る地方

公共団体からの交付相当額及びその運用益にあっては、当該地方公共団体 
に返還するものとする。 

２［略］ 

 

第９章 雑則 

（細則） 

第３６条 農地・水・環境保全向上対策実施要綱（平成１９年３月３０日付け１８

農振第１７７７号農林水産事務次官依命通知）、農地・水・環境保全向上対策

実施要領（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７８号生産局長、農村振興

局長通知）その他この規約に定めるもののほか、道協議会の事務の運営上

必要な細則は、幹事会の承認を得た後、会長が別に定める。 
 

附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１～４［略］ 

 附 則（平成２２年５月２８日付け 22 道協議会第３５号） 

１［略］ 

 

 

 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会事務処理規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会事務処理規程 

 

平成１９年４月１６日制定

平成２２年４月１日変更

平成○○年○月○日変更

（目的）第１条～（事務処理の原則）第２条［略］ 

 

（事務処理体制） 

第３条 道協議会の事務処理は、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に

掲げる事務責任者 を置き、分担して行うものとする｡ 

   （事務の区分）     （事務分担組織）    （責任者） 

 一 共同活動支援交付金に  北海道土地改良   北海道農政部農村振 
係る事務            事業団体連合会   興局農村設計課活性 

化担当課長 

 二 先進的営農活動支援   北海道土地改良  北海道農政部食の安 
交付金に係る事務     事業団体連合会   全推進局食品政策課 

農業環境担当課長 

 三 向上活動支援に係る  北海道土地改良  北海道農政部農村振

事務         事業団体連合会   興局農村設計課活性 

化担当課長 

 四 農地・水保全管理支払  北海道土地改良   北海道土地改良事業 
推進交付金に係る事務  事業団体連合会  団体連合会水土里推 

進部長 

 五 環境保全型農業直接  北海道土地改良  北海道土地改良事業 

支払等推進交付金に   事業団体連合会   団体連合会水土里推 

係る事務                        進部長 

 六 向上活動推進事業     北海道土地改良    北海道土地改良事業 

補助金に係る事務      事業団体連合会   団体連合会水土里推 

進部長 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会事務処理規程 

 

平成１９年４月１６日制定 

平成２２年４月１日変更 
 

（目的）第１条～（事務処理の原則）第２条［略］ 

 

（事務処理体制） 

第３条 道協議会の事務処理は、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に

掲げる事務責任者 を置き、分担して行うものとする｡ 

   （事務の区分）     （事務分担組織）    （責任者） 

 一 共同活動支援交付金に  北海道土地改良   北海道農政部農村振 
係る事務        事業団体連合会   興局農村設計課資源 

保全担当課長 

 二 営農活動支援交付金に  北海道土地改良   北海道農政部食の安 
係る事務           事業団体連合会    全推進局食品政策課 

農業環境担当課長 

 三 農地・水・環境保全向上  北海道土地改良   北海道土地改良事業

活動推進交付金に係る   事業団体連合会   団体連合会水土里推 
事務                            進部長 
 
 
 
 
 

 



 

変   更   後 変   更   前 

２［略］ 

 

（雑則） 

策４条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 農

振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１日

付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 23

年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領（平

成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程に定

めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た

後、会長が定める｡ 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

 附 則（平成２２年５月２８日付け 22 道協議会第３６号） 

１［略］ 

  附 則（平成２３年○月○日付け 23 道協議会第○○号） 

１ この規程は、平成２３年○月○日から施行し、平成２３年○月○日から適

用する。 

 

２［略］ 

 

（雑則） 

策４条 農地・水・環境保全向上対策実施要綱（平成１９年３月３０日付け１８農

振第１７７７号農林水産事務次官依命通知）、農地・水・環境保全向上対策実

施要領（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７８号生産局長、農村振興局

長通知）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施

に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

 附 則（平成２２年５月２８日付け 22 道協議会第３６号） 

１［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会会計処理規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 
北海道農地・水・環境保全向上対策協議会会計処理規程 

 
平成１９年４月１６日制定

平成○○年○月○日変更
 

第１章 総則 
（目的） 
第１条［略］ 
 
（適用範囲） 
第２条 道協議会の会計業務に関しては、農地・水保全管理支払交付金交付

要綱（平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2260 号農林水産事務次官依命通
知）、環境保全型農業直接支援対策交付金交付要綱（平成 23 年４月１日付
け 22 生産第 10955 号農林水産事務次官依命通知）（以下、これらを「要綱」
という。）及び道協議会規約（以下「協議会規約」という｡）に定めるもののほ
か、この規程の定めるところによるものとする｡ 

 
（会計原則） 

第３条［略］ 
 

（会計区分） 
第４条 道協議会の会計区分は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ区分

して経理する｡ 
 一 共同活動支援交付金会計 
 二 先進的営農活動支援交付金会計 
 三 向上活動支援会計 
 四 農地･水保全管理支払推進交付金会計 
 五 環境保全型農業直接支払等推進交付金会計 
 六 向上活動推進事業補助金会計 
２［略］ 

（口座の開設）第５条～（出納責任者）第７条［略］ 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会会計処理規程 
 

平成１９年４月１６日制定 
 
 

第１章 総則 
（目的） 
第１条［略］ 
 
（適用範囲） 
第２条 道協議会の会計業務に関しては、農地・水・環境保全向上対策実施

要綱（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７７号農林水産事務次官依命通
知）及び道協議会規約（以下「協議会規約」という｡）に定めるもののほか、こ
の規程の定めるところによるものとする｡ 

 
 
 

（会計原則） 
第３条［略］ 
 

（会計区分） 
第４条 道協議会の会計区分は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ区分

して経理する｡ 
 一 共同活動支援交付金会計 
 二 営農活動支援交付金会計 
 三 農地･水･環境保全向上活動推進交付金会計 
 
 
 
２［略］ 

 
（口座の開設）第５条～（出納責任者）第７条［略］ 
 



 

変   更   後 変   更   前 
（経理責任者） 
第８条 次の各号に掲げる北海道協議会事務処理規程（以下「事務処理規

程」という｡）第３条に定める各事務の区分ごとに当該各号に掲げる経理責任
者を置く｡ 

（事務の区分）                  （経理責任者） 
 一 共同活動支援交付金に係る事務   北海道土地改良事業団体連 

合会経理主任者 
 二 先進的営農活動支援交付金に      北海道土地改良事業団体連 

係る事務             合会経理主任者 
 三 向上活動支援に係る事務      北海道土地改良事業団体連 

合会経理主任者 
 四 農地・水保全管理支払推進      北海道土地改良事業団体連 

交付金に係る事務                   合会経理主任者 
 五 環境保全型農業直接支払等推進   北海道土地改良事業団体連 

交付金に係る事務              合会経理主任者 
  六 向上活動推進事業補助金に係る     北海道土地改良事業団体連 

事務                      合会経理主任者 
２［略］ 
 
（帳簿書類の保存及び処分） 
第９条［略］ 
 

第２章 勘定科目及び会計帳簿類［略］ 
 

第３章 予算 
（予算の目的） 
第１６条［略］ 
 
（年度事業計画及び収支予算の作成） 
第１７条 年度事業計画及び収支予算は、会計区分ごとに作成し、幹事会の

承認を得た後、総会の議決を得てこれを定める。 
２ 前項の年度事業計画及び収支予算は、農村振興局長及び北海道農政事

務所長に報告しな ければならない｡ 

（経理責任者） 
第８条 次の各号に掲げる北海道協議会事務処理規程（以下「事務処理規

程」という｡）第３条に定める各事務の区分ごとに当該各号に掲げる経理責任
者を置く｡ 

（事務の区分）                     （経理責任者） 
 一 共同活動支援交付金に係る事務   北海道土地改良事業団体連 

合会総務部審議役 
 二 営農活動支援交付金に係る事務   北海道土地改良事業団体連 

合会総務部審議役 
 三 農地･水･環境保全向上活動     北海道土地改良事業団体連 

推進交付金に係る事務           合会総務部審議役 
 
 
 
 
 
 
２［略］ 
 
（帳簿書類の保存及び処分） 
第９条［略］ 
 

第２章 勘定科目及び会計帳簿類［略］ 
 

第３章 予算 
（予算の目的） 
第１６条［略］ 
 
（年度事業計画及び収支予算の作成） 
第１７条 年度事業計画及び収支予算は、会計区分ごとに作成し、幹事会の

承認を得た後、総会の議決を得てこれを定める。 
２ 前項の年度事業計画及び収支予算は、農村振興局長に報告しなければな

らない｡ 



 

変   更   後 変   更   前 
（予算の実施）第１８条～（予算の流用）第１９条［略］ 

 
第４章 出納～第５章 物品［略］ 

 
第６章 決算 

 
（決算の目的）第３２条～（年度決算の確定）第３６条［略］ 
 

（報告） 
第３７条 会長は、前条の規定により決算が確定したときは、速やかにその旨を
農村振興局長及び北海道農政事務所長に報告しなければならない｡ 
 

第７章 雑則 
 
第３８条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22

農振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１
日付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成
23 年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領
（平成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程
に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を
得た後、会長が定める｡ 

 
   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 
１［略］ 
  附 則（平成２３年○月○日付け 23 道協議会第○○号） 
１ この規程は、平成２３年○月○日から施行し、平成２３年○月○日から適
用する。 

（予算の実施）第１８条～（予算の流用）第１９条［略］ 
 

第４章 出納～第５章 物品［略］ 
 

第６章 決算 
 
（決算の目的）第３２条～（年度決算の確定）第３６条［略］ 
 

（報告） 
第３７条 会長は、前条の規定により決算が確定したときは、速やかにその旨を
農村振興局長に報告しなければならない｡ 
 

第７章 雑則 
 
第３８条 農地・水・環境保全向上対策実施要綱（平成１９年３月３０日付け１８

農振第１７７７号農林水産事務次官依命通知）、農地・水・環境保全向上対策
実施要領（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７８号生産局長、農村振興
局長通知）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実
施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 
 
 
   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 
１［略］ 
 

 

 

 

 

 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会文書取扱規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会文書取扱規程 

 

平成１９年４月１６日制定

平成２３年８月３０日変更

 

（目的）第１条～（文書の発行名義人）第４条［略］ 

 

（文書管理責任者） 

第５条 次の各号に掲げる道協議会事務処理規程（以下「事務処理規程」とい

う｡）第３条に定める各事務の区分ごとに当該各号に掲げる文書管理責任者

を置く｡ 

（事務の区分）               （文書管理責任者） 

 一［略］ 

 二 先進的営農活動支援交付金    北海道土地改良事業団体連合会 
に係る事務          水土里推進部長         

 三 向上活動支援に係る事務    北海道土地改良事業団体連合会 

                   水土里推進部長 

 四 農地・水保全管理支払推進   北海道土地改良事業団体連合会 

   交付金に係る事務          水土里推進部長 

 五 環境保全型農業直接支払等   北海道土地改良事業団体連合会 

   推進交付金に係る事務        水土里推進部長 

  六 向上活動推進事業補助金に     北海道土地改良事業団体連合会 

      係る事務                      水土里推進部長 

 ２［略］ 

（文書に関する帳簿）第６条～（文書の廃棄）第２３条［略］ 

 

 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会文書取扱規程 

 

平成１９年４月１６日制定 

 

 

（目的）第１条～（文書の発行名義人）第４条［略］ 
 

（文書管理責任者） 

第５条 次の各号に掲げる道協議会事務処理規程（以下「事務処理規程」とい

う｡）第３条に定める各事務の区分ごとに当該各号に掲げる文書管理責任者

を置く｡ 

（事務の区分）                （文書管理責任者） 

 一［略］ 

 二 営農活動支援交付金に係る事務  北海道土地改良事業団体連合会 

                   水土里推進部長  

 三 農地・水・環境保全向上活動推進 北海道土地改良事業団体連合会 

   交付金に係る事務              水土里推進部長 
 
 
 
 
 
 

２［略］ 

 

（文書に関する帳簿）第６条～（文書の廃棄）第２３条［略］ 

 

 

 

 



変   更   後 変   更   前 

（雑則） 

第２４条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22

農振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１

日付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成

23 年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領

（平成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程

に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を

得た後、会長が定める｡ 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

  附 則（平成２３年○月○日付け 23 道協議会第○○号） 

１ この規程は、平成２３年○月○日から施行し、平成２３年○月○日から適

用する。 

 

類別 文書 

第１類 ・農地・水・環境保全向上対策、農地・水保全管理支払交付金及

び環境保全型農業直接支援対策の交付申請の基礎となった証

拠書類及び交付に関する証拠書類 

以下［略］ 

第２類 ［略］ 

第３類 ［略］ 

 

 

（雑則） 

第２４条 農地・水・環境保全向上対策実施要綱（平成１９年３月３０日付け１８

農振第１７７７号農林水産事務次官依命通知）、農地・水・環境保全向上対策

実施要領（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７８号生産局長、農村振興

局長通知）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実

施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める。 

 

 

 

  附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

 

 

 

 

類別 文書 

第１類 ・農地・水・環境保全向上対策交付申請の基礎となった証拠書類

及び交付に関する証拠書類 

以下［略］ 

 

第２類 ［略］ 

第３類 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会公印取扱規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会公印取扱規程 

 

平成１９年４月１６日制定

平成２３年８月３０日変更

 

（趣旨）第１条～（使用範囲）第１１条［略］ 

 

（雑則） 

第１２条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22

農振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１

日付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成

23 年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領

（平成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程

に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を

得た後、会長が定める｡ 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

  附 則（平成２３年○月○日付け 23 道協議会第○○号） 

１ この規程は、平成２３年○月○日から施行し、平成２３年○月○日から適

用する。 

 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会公印取扱規程 

 

平成１９年４月１６日制定 

 

 

（趣旨）第１条～（使用範囲）第１１条［略］ 

 

（雑則） 

第１２条 農地・水・環境保全向上対策実施要綱（平成１９年３月３０日付け１８

農振第１７７７号農林水産事務次官依命通知）、農地・水・環境保全向上対策

実施要領（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７８号生産局長、農村振興

局長通知）、北海道農地・水・環境保全向上対策協議会規約及びこの規程

に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を

得た後、会長が定める｡ 

 

 

  附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



「北海道農地・水・環境保全向上対策協議会内部監査実施規程」新旧対照表 

変   更   後 変   更   前 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会内部監査実施規程 

 

平成１９年４月１６日制定

平成○○年○月○日変更

 

（趣旨）第１条～（内部監査結果の不適合の是正）第６条［略］ 

 

（雑則） 

第７条 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 農

振第 2261 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成 23 年４月１日

付け 22 生産第 10953 号）、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成 23

年４月１日 22 農振第 2262 号）、環境保全型農業直接支援対策実施要領（平

成 23 年４月１日付け 22 生産第 10954 号）、道協議会規約及びこの規程に定

めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た

後、会長が定める｡ 

 

   附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

  附 則（平成２３年○月○日付け 23 道協議会第○○号） 

１ この規程は、平成２３年○月○日から施行し、平成２３年○月○日から適

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会内部監査実施規程 

 

平成１９年４月１６日制定 

 

 

（趣旨）第１条～（内部監査結果の不適合の是正）第６条［略］ 

 

（雑則） 

第７条 農地・水・環境保全向上対策実施要綱（平成１９年３月３０日付け１８農

振第１７７７号農林水産事務次官依命通知）、農地・水・環境保全向上対策実

施要領（平成１９年３月３０日付け１８農振第１７７８号生産局長、農村振興局

長通知）、道協議会規約及びこの規程に定めるもののほか、内部監査に必要

な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

 

 

  附 則（平成１９年４月１６日付け 19 道協議会第１号） 

１［略］ 

 

 

 

 

 

 


